
滋賀県地震被害想定の見直しについて（滋賀県地震被害想定調査事業）

想定地震

地震動・液状化推計(県)

各震源断層モデル 基本ケース、陸側ケース

新たな被害想定項目例
・ 災害関連死
・ 孤立集落
・ 要配慮者 等

定性的な様相を含む各災害シナリオの作成

現在の防災体制における課題抽出・報告書とりまとめ

県域の地盤モデル構築

社会的データの収集・整理
建物、ライフライン、交通施設等

地震動・液状化推計(国＋県)

内陸活断層による地震 南海トラフ巨大地震

各地震による被害想定
ア 建物被害（揺れ、液状化、斜面崩壊、火災）
イ 人的被害（揺れ、斜面崩壊、火災）
ウ ライフライン被害、交通施設被害
エ 避難者数

４ 事業概要

⑴ 平成26年３月 ：県内５つの内陸活断層地震や南海トラフ巨大地震の被害想定を実施

⑵ 令和７年３月26日：滋賀県防災対策の推進に関する条例が施行

⑶ 令和７年３月31日：国が南海トラフ巨大地震の被害想定の見直しを公表

１ 現状

⑴ 琵琶湖西岸断層帯や南海トラフを震源とした巨大地震の発生が懸念され、平時からの備えが必要

⑵ 防災対策の進捗や社会状況の変化、過去の自然災害の経験や得られた教訓を踏まえた被害想定の見直しが必要

⑶ 条例や国の調査項目を踏まえた被害想定の見直しが必要

２ 課題

３ 目的 自助・共助・公助が相互に連携し、県全体で防災意識を高め、今後の防災対策の強化につなげる基礎資料とする

県域で起こりうる地震動ならびに被害の推計を実施

【想定地震】琵琶湖西岸断層帯、花折断層帯、木津川断層帯、鈴鹿西縁断層帯、柳ケ瀬・関ケ原断層帯、南海トラフ巨大地震(２ケース)

前回調査以降のボーリング
データを収集、地盤モデル
（浅部・深部）を構築

⑷ 今後の防災施策検討

ア 訓練想定への反映による実効性の向上

イ 市町の防災対策推進の基礎資料として提供

ウ 物資備蓄、仮設トイレ等の必要数の算出

エ 孤立集落などライフライン途絶時の対策の検討・実施

オ 避難所の環境改善対策の検討・実施

カ 災害関連死者数把握による対策の検討・実施 等

⑴ 令和７年度

⑵ 令和８年度

⑶ 令和９年度
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